様式第１号
令和３年度山形県販売構造改善サポート事業費補助金 事業計画書（事業実績書）
１　事業実施主体の概要
	(1)事業実施者の
氏名
※団体等の場合は団体名・代表者氏名を記載してください。
	

	(2)住所
	〒

	
	

	(3)担当者連絡先
	担当者

氏　名
	
	電　話
	

	
	
	
	Fax
	

	
	
	
	E-mail
	

	(4)事業実施主体の区分

※ 該当を○で囲んでください。
	① 農林漁業者等

② 農林漁業者等と連携する食料品製造業者

	(5)農林漁業者等との連携内容

※(4)事業実施主体の区分が②の場合のみ記載してください。
	（連携する農林漁業者等）※主な連携（取引）先を記載
（連携内容）※主な連携（取引）内容を記載


	(6)補助対象事業の区分
※該当を○で囲んでください。
	① ウェブサイト作成等支援事業

② ウェブサイトリニューアル等支援事業

	(7)オンライン販売について
※(6)補助対象事業の区分が①の場合は□をチェックしてください。
	□　補助金募集開始時において、オンライン販売を行っていません。
　また、登録しているネットショップ等はなく、オンライン販売をできる状態になっていません。


※ (7)について、ホームページを開設し、電話、ＦＡＸ又は電子メールにより注文を受け付けて販売を行っている場合は「オンライン販売」には該当しません。
また、季節商品等、販売対象商品がないため補助金募集開始時にオンライン販売を行っていない場合でも、既に販売用ウェブサイト等や登録しているネットショップ等がある場合は、ウェブサイト作成等支援事業を申請することはできません。
２　事業計画の概要（事業実績の概要）
	(1)事業の実施計画（実績）
※オンラインによる販売計画（実績）等の詳細を記載してください。
※なお、記載に代えて、ウェブサイト等の仕様イメージやネットショップの内容がわかる資料を提出いただいても構いません。

	（販売方法）
※作成又はリニューアルするウェブサイト等の仕様（レイアウト、商品カテゴリ、掲載商品数、ページ数、買い物方法（決済カゴ等）など、具体的に記載）や登録又はリニューアル予定のネットショップ等の仕様を記載してください。
（販売戦略）
※市場ニーズや購入ターゲット、販売・ＰＲ方法など、具体的に記載してください。
（実施スケジュール） 

※ウェブサイト作成等に取り組む時期や、販売開始時期などを記載してください。


	(2)オンライン販売する県産農林水産物（原料に県産農林水産物を使用した加工品を含む）に係る計画
※オンライン販売開始予定時期から６カ月間の予定額等を記載してください。
※対象商品が複数ある場合は、主な商品の内容を記載してください。

※「オンライン以外の現状の総販売額」は、任意の６カ月間に係る現状の販売額を記載してください。
	（オンライン販売品目・商品名）

（オンライン販売予定単価）
（オンライン販売予定数量）
（オンライン販売予定総額）
（オンライン以外の現状の総販売額）


	(3)オンラインを活用した販売促進の取組み
※１ (6)補助対象事業の区分が②の場合は、必ず記載してください。
（１ (6)補助対象事業の区分が①の場合は、任意で記載）
※なお、記載に代えて取組内容がわかる資料を提出いただいても構いません。

	（現在行っている、オンラインを活用した販売促進の取組み）

（ウェブサイトリニューアル等と併せて行う、オンラインを活用した新たな販売促進の取組み）



	(4)新型コロナウイルス感染症拡大による売上げへの影響

※ 影響について、具体的に記載してください。
（例：○○との取引中止、○年度○月と対比して販売額が○％減少 など）
	

	(5)事業完了（予定）年月日
※令和４年２月28日までの年月日を記載すること
	（ウェブサイト作成等・リニューアル等完了日又は補助対象経費の支払完了日のいずれか遅い日）
令和　　年　　月　　日



３　経費の内訳
	経費区分
（コンテンツ作成費、保守管理費　等）
	事業費（円）

※税抜の額
	補助対象経費（円）
※税抜の額
	具体的な内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	
	

	補助金交付申請予定額

（補助対象経費合計の２分の１の額）※千円未満切捨て
	
	


※事業計画書（事業実績書）作成にあたり、記入欄が不足する場合は、行・ページを増やしてください。また、様式への記入が困難な場合は、適宜、別紙としてください。
【参　考】

（事業計画書提出時の添付書類）

・作成又はリニューアルするウェブサイト等に係る業者見積書の写し、又はネットショップ等に係る概要及び費用見込がわかる書類の写し

・製造・販売に必要な許可証又は営業開始に係る届出の写し

・事業実施主体が個人の場合、令和２年分確定申告書Ｂの写し

・事業実施主体が団体等の場合、団体の概要がわかる資料（直近会計年度の収支決算書、団体等の全体の事業内容（概要）等）

・その他事業計画に係る補足資料（任意）

（交付申請時の添付書類）

・事業計画書（本様式）

・収支予算書（交付要綱様式第２号）

・補助金の交付先となる口座の通帳（表紙及び表紙中）の写し

（実績報告時の添付書類）

・事業実績書（本様式）

・収支精算書（交付要綱様式第２号）

・事業実施に伴う証拠書類（契約書、帳簿、通帳、領収書等）の写し
・事業内容、成果がわかる資料、パンフレット、写真等

